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１．はじめに
わが国の産業基盤である中小企業の衰退にかかわる
議論が現在盛んに行われている。経済のグローバル化、
あるいは中国の経済発展による「産業の空洞化」の進
展によるわが国の「ものづくりの能力」の衰退、地場
産業の衰退・活性化についての議論が盛んに行われて
いる。特に、中小企業の集積である産地の衰退および
その活性化についてのこの議論は、わが国の産業発展
を影で支えてきた中小企業の「ものづくりの衰退」に
関する議論でもある。地域産業を活性化させるために
現在、経済産業省では「産業クラスター」の形成、文
部科学省では「知的クラスター」の形成を目指し、産
学官連携を推進するための諸施策が実施されてい
る（注1）。拙稿の「地域工業集積の活性化についての考
察―工業集積モデルの分類・提案とネットワーク視
点を考慮した産業クラスターの検討―」では、地域
産業を活性化させるためには大規模な「産業クラスタ
ー」あるいは「知的クラスター」の形成だけではなく、
より小規模な「ミニクラスター」形成が必要ではない
かという提案をした。本稿ではクラスターをネットワ
ーク理論の視点で捉えなおし、この議論を前提として
「ミニクラスター」形成の必要性と成立要件について
さらに検討を行う。
２．リサーチ・クエスチョン
伊丹（1998）によれば「産業集積とは、一つの比較
的狭い地域に相互の関連の深い多くの企業が集積して
いる状態をさす。関連のあり方は、同一業種（つまり
競争相手）あるいは生産工程上の川上、川下の関連で
あったり、様々である。その集合体としての集積が、
全体として個々の企業の単純和を超えた効果・機能を
持っている。」と定義されている。この定義に代表さ
れるように産業集積には「相互に関連の深い」および
「集合としての集積が、全体としての個々の企業の単
純和を超える」がキーワードとなる。しかし、「相互
に関連の深い」とは何をさすのかその内容が明らかで
はない。また、橘川（1998）が指摘しているように従
来の産業集積の研究では、集積間の差異や類型区分に
研究の中心がおかれ、「差異に関するアプローチ」が
強調され、「共通性に関するアプローチ」が軽視され
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る傾向があった。産業集積の「相互に関連の深い」お
よび「集合としての集積が、全体としての個々の企業
の単純和を超える」というメカニズムの解明が十分に
行われてきたといえない。
従来の産地における産業集積をそのままクラスター
と同一視して議論する研究者はいないが、クラスター
の概念規定を明確にするとともに、クラスター概念を
応用して地域産業の活性化を図る方法はないかを模索
する必要がある。後述するクラスター理論の提唱者で
あるポーターは、産業集積とクラスターの相違につい
ては、過去の産業集積論はクラスターの特定の側面か
あるいは特定のタイプのクラスターについて述べてい
るだけであり、クラスター概念は産業集積概念の上位
概念であり、イノベーションや学習の早さに関係する
よりダイナミックな概念であるといえるとしている。
以上の検討から本稿のリサーチ・クエスチョンとし
て以下をあげる。
問１．産業集積とクラスターはどのように違うのか？
産業集積を利用してクラスターを形成することが
可能ではないのか？
問２．地域産業を活性化するためには、小規模なミニ
クラスター形成が有効ではないのか？ここでいう
ミニクラスターとは大規模な「産業クラスター」
や「知的クラスター」ではなく、「小規模なクラ
スター」とでもいうべきものである。
問３．「ミニクラスター」が形成されるための条件は
何か？バリューチェーンの中でどのような機能が
必要とされるのか？
３．先行理論研究
本稿の分析のための代表的先行理論研究は以下であ
る。
3-1．関係的埋め込みと構造的埋め込み-ダイアド視点
とネットワーク視点の違い［Gulati（1998）］
企業が社会的な交換の諸関係に埋め込まれていると
いう考え方を「埋め込み理論」という。企業活動が社
会的コンテキストに埋め込まれているとする「埋め込
み理論」では、企業は、自社が埋め込まれた社会的、
専門的かつ交換のネットワークのなかで他の組織化さ
れた主体者たちと関係を結ぶとされる。分析の対象と
なる活動主体者の行動と制度は現行の社会関係に拘束
されているので、行動や制度が社会関係から独立して
いると解釈しない。「行為者の目的的行為の試みは、
具体的で、現行の社会関係に埋め込まれているのであ
る（Granovetter, 1985）」と考えるのが「埋め込み理
論」である。Gulati（1998）によれば、企業が社会的
な交換の諸関係に埋め込まれている「埋め込み」には、
関係的埋め込み（relational embeddedness）と構造
的埋め込み（structural embeddedness）の二つの埋
め込み概念があると指摘する。Gulati論文に従い、
「関係的埋め込み」を、「直接のつながりの埋め込みで
ある」と理解する。一方、「構造的埋め込み」は、「つ
ながりのある主体がつながっている相手も含めた「広
義のつながり」への埋め込み」と理解される。「構造
的埋め込み」は、そのネットワークの全構造のなかで
占めているある組織のポジションが持つ情報の役割に
焦点を当てた議論である。「構造的埋め込み」におい
ては、分析の視点は、一対（dyad：ダイアド）から
システムへとシフトすることになる。
Gulati論文が主張する関係的埋め込みと構造的埋め
込みの違いを筆者なりに再構成してまとめると、以下
の表１のようになる。
従来の企業連携分析のほとんどが、「関係的埋め込
み（ダイアド視点）」に立つものであり、「構造的埋め
込み（ネットワーク視点）」に立つ分析視点による研
究はほとんどなされてこなかった。しかし、ネットワ
ーク理論に立てば、単一の関係（二つの企業間）では
なく、分析対象の企業のネットワーク全体の関係をで
きるだけ最適化することによる戦略的な利益を考慮す
ることが重要である。つまり、企業が埋め込まれてい
る戦略的ネットワークによる影響が重要であり、この
点に気づくことが、企業の戦略と業績の理解を促す中
心的課題となる。同じように企業が集積する産業集積
においても、その活性化の戦略と業績の考察には、戦
略的ネットワークによる影響を検討することが必要に
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なる。
3-2．ネットワークによる内生的要因と外生的要因
［Gulati（1998）］
ネットワーク理論では、ソーシャルネットワークの
「連携の形成」への影響が考慮される。企業は、ソー
シャルネットワークを形成する社会的、経済的関係を
有する一連の他の企業と広い範囲にわたり、相互関係
を形成することが可能である。相互関係を形成するこ
とにより、複数の戦略的連携では、一つの連携に入る
ことが戦略的行動を形成し、そしてその連携の蓄積が、
ソーシャルネットワークを作り出すことになる。つま
り、Gulati論文によれば、連携は、それを内生的かつ
外生的要因に分けて研究することが可能であるという
ことになる。企業が埋め込まれたソーシャルネットワ
ークの中で、個別企業としてその企業が属しているネ
ットワークからどのような影響を受けるのか、また個
別企業がその属しているネットワークにどのような影
響を与えるのか、という視点である。前者の内生的要
因としての連携は、連携の形成に対するソーシャルネ
ットワークの影響を調べることによって分析すること
ができる。一方、後者の外生的要因としての連携は、
蓄積された連携によって生じるソーシャルネットワー
クの効果を考えることによって査定することができ
る。Gulati論文の「内生」と「外生」の違いを筆者な
りに図示すると図１のようになる。
表1．関係的埋め込みと構造的埋め込みの比較
定義
埋め込みが影響を与える経路
埋め込みの効果
分析の視点
関係的埋め込み
直接のつながりへの埋め込み
互いに強く結びついた主体者たちは、直
接のコミュニケーションを通じて、行動
の適用可能性utilityについての共有され
た理解を発展させる
主体者たちの間に不確実性を減少し、信
頼を促進する情報をもたらす
ダイアド（1対1）視点
構造的埋め込み
つながりのある主体がつながっている相手も含め
た「広場のつながり」への埋め込み
主体者間の直接のコミュニケーションではなく、
情報と評判の効果＝つながりの影響の間接的な経
路が、行動に影響する
一人の共通のパートナーと結びついた組織はその
パートナーから他者についての信頼できる情報を
利用するこができる
ネットワーク視点
図1．内生的要因と外生的要因
－　－40
3-3．スモールワールドネットワーク
企業がソーシャルネットワークの中に埋め込まれて
いる存在であるという「埋め込み理論」の考え方を記
述した。ソーシャルネットワークは、どのように構成
されているかという事実について、以下のようなスモ
ールワールドネットワーク理論がある。スモールワー
ルドネットワーク理論は、複雑でかつ多様な社会的ネ
ットワークは、実は小さな世界（スモールワールド）
によって形成されているという理論である。この理論
によれば、人間のネットワークは、実験により世界の
任意の二人の人間を中心として６段階を経れば人間の
すべてのネットワークが網羅されること（注2）、そして
人間のネットワークではそのスモールワールドの中で
中心になる人間を通じてお互いが知り合いであるとい
うことが確認されている（図２）。また、このスモー
ルワールドネットワークの考え方では、組織構造と情
報のループ（結びつきの経路）の関係が明らかとなる。
図３で示したようにタイプＡは規則正しく隣と情報を
伝達する構造を持つ。タイプＢは隣と情報伝達し、さ
らに遠くの人とも情報伝達の経路を持つ混在型構造を
図2．スモールワールドネットワークのイメージ
図3．スモールワールドと乱雑性（randomness）
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持つ。タイプＣはまったく規則性のないランダムな情
報伝達経路を持つ組織構造である。各々のタイプの組
織は、独自の行動パターンを持ち、それ故独自の結果
をもたらす。規則的なタイプＡでは情報予測、行動予
測はしやすいが、情報の伝達に時間を要する。乱雑性
が高いタイプＣは情報予測も行動も予測しがたい。規
則性と乱雑性を併せ持つタイプＢは情報の予測および
遠隔の情報も取り入れることが可能であり、近隣に情
報の伝達を行う（近隣効果）うえでも効率がよい（注3）。
４．ミニクラスター構築について
ポーター（1998）は、クラスターを「特定分野にお
ける関連企業、専門性の高い供給業者、サービス提供
業者、関連業界に属する企業、関連機関（大学、規格
団体、業界団体など）が地理的に集中し、競争しつつ
同時に協力している状態（Clusters are geographic
concentrations of interconnected companies,
specialized suppliers, service providers, firms in
related industries, and associated institutions (for
example, universities, standards agencies, and trade
associations) in particular fields that compete but
also cooperate.）」と定義している（注4）。また、ポータ
ー自身が本稿で言うミニクラスターと同じような概念
としてカタロニアにおけるミクロクラスターを既述し
ている。本稿のミニクラスターは、ポーターのミクロ
クラスターよりもさらに地理的範囲が限定的かつ規模
の小さなクラスター（ミニクラスターを形成する企業
数は10社程度）を想定したものである。本稿のミニク
ラスターは地理的範囲および規模が極端に小さいとい
う以外はポーターの定義に従うことにする。その意味
において
１．地域産業を活性化すためには、大規模なクラスタ
ー形成、たとえばバイオテクノロジー、ナノテクノ
ロジー、インフォメーションテクノロジーというハ
イテク特化型クラスターの形成を目指す以外にも、
既存の産業集積を基盤にしてミニクラスター経営を
目指すことが必要である。
２．地域産業集積を形成する同一業者や同一工程にさ
らに関係する関係者（主体者）を関連づけることに
よって、ミニクラスターの形成は可能である。
規模および資金面からも産業クラスターや知的ク
ラスターというような規模が求められるクラスター
よりもミニクラスター形成の方が、クラスター形成
可能性が高いのではないであろうか。それでは、同
一業者、同一工程の企業以外の主体者と他の主体者
との関連性を持たせるためにはどの様なことが必要
になるかを検討する必要がある。また、ミニクラス
ター形成のための条件として、企業活動のバリュー
チェーンのどの部分が重要であるかを考える必要が
ある。それは、ミニクラスター自体が「ある財、サ
ービス、概念などが基盤となって、多様な製品や活
動に組み込まれ、結果としてそれを利用する複数主
体の相互作用の場を提供する」（國領2003）プラッ
トフォームとなるからである。
この点については、藤本（2001、2003、2004）の議
論を検討してみたい。藤本は自動車産業の分析を通じ
て日本企業におけるものづくりの問題点を明らかにし
ている。藤本は、ものづくりの組織能力とパーフォー
マンスについて、「表層の競争力」（表の競争力）と
「深層の競争力」（裏の競争力）の概念が提示し、分析
を行っている。「表層の競争力」とは顧客が直接観
察・評価できる指標のことであり、具体的には価格、
知覚された製品内容（デザイン、ブランドを含む）、
納期などである。一方、「深層の競争力」とは組織能
力と直接結びついている顧客には見えない競争力であ
る。具体的には、生産の現場にかかわる項目であり、
生産性、生産リードタイム、開発リードタイム、開発
工数、適合品質（不良率）、設計品質などがこれにあ
たる。わが国の企業は、「深層の競争力」を鍛えるた
めに絶えまぬ努力を行ってきた。しかし、その努力が
「表層の競争力」に結びつかず、収益性が低かったと
いう指摘である。この「深層の競争力」に見合った収
益力をあげるために、大企業の本社は戦略構想能力や
ブランド力の強化が必要であると指摘する。バリュー
チェーンの議論として言えば、藤本の主張はバリュー
チェーンの下流つまり販売、マーケティング、サービ
スの戦略的構築が重要であると主張しているように思
われる。
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この議論を地域産業の活性化のためのミニクラスタ
ー形成の議論に置き換えれば、既存の産地は高品質の
製品をつくり続けてきたが、もはや製品が売れなくな
ってしまった。自社にはこんなすばらしい高品質の製
品を作る能力があるのに製品が売れないために事業継
続が困難になっているから何とかしなければいけない
という議論になる。そのためミニクラスターを形成す
る際には、藤本が指摘しているようにミニクラスター
全体の「表層の競争力」を確立するための企業におけ
る本社の機能である戦略性とブランド力の構築機能を
ミニクラスターが果たさなければならない。つまり、
ミニクラスターが、「受発注」、「ソリューション」、
「マーケティング」、「販売」の諸機能を果たす「プラ
ットフォーム」の機能を果たす必要がある。
５．ミニクラスターの事例：京都試作ネット
本稿のミニクラスターの概念に近い組織として
「京都試作ネット」を事例として取り上げることにす
る（注5）。
京都試作ネットは、京都府南部に立地する機械金属
産業10社がグループを形成し、IT（インフォーメー
ションテクノロジー）を活用しインターネット上で
「顧客の思いを素早く形に変える」をコンセプトにＢ
toＢビジネスのネットワーク構築、試作に特化したソ
リューション提供を目指した企業連合（任意団体）で
ある。
5-1．設立経緯
京都試作ネットのメンバーは、1982年に京都府内の
機械金属工業および関連業界の中小企業経営者の交流
を目的として設立された京都機械金属中小企業青年連
絡会（機青連）の代表幹事や副代表幹事の経験者のメ
ンバーで構成されている。この会の経営研究会として
P. F. ドラッカーの『現代の経営』を読む勉強会が発
足し、その後勉強会を一旦解散し、やる気のある経営
者だけが集まり「未来企業の会」が立ち上げられた。
その後、参加者の実践思考が強まり「新・未来企業研
究会」と名称を変更し、会員相互の共同事業志向が強
まった。また、スタンフォード大学日本センター理事
長であった今井賢一と接点を持ち、その後の京都試作
ネットの事業コンセプトになるＩＴに関する考え方や
ものづくりに関する考え方を参加者が理解し、京都試
作ネットが形成された。産学官の連携という点では、
産が京都試作ネット、学が個人ではあるがスタンフォ
ード大学日本センター理事長であった今井賢一、官が
京都試作ネットの運営資金を提供した中小企業経営革
新支援法（平成11年法律第18号）による補助金支援と
いうことになる。
5-2．京都試作ネットのビジネスモデル
ビジネスモデルという言葉は、ビジネスの仕組み等
のことであるが、根来（2001）は、ビジネスモデルを
どのような事業活動をしているか、あるいは構想する
かを表現するモデルであるとし、少なくとも3つのモ
デルが必要であると指摘している。３つのモデルとは
どういう顧客に何をどう魅力づけしてどのような製品
を提供するかという「戦略モデル」、戦略モデルを実
現するための業務プロセスを表現する「オペレーショ
ンモデル」、事業活動の収益をどう確保するのか、収
入を得る方法とコスト構造を表現する「収益モデル」
であるとしている。京都試作ネットの戦略モデルは、
試作および試作品を注文した顧客に製品を納入するこ
とによって製品を実際に製造してみなければわからな
い情報（製造日数、製造上の技術的問題点、マーケッ
トでの受け入れ度等）を提供するということである。
「オペレーションモデル」は、顧客が直接京都試作
ネットのWEBにアクセスし、その情報が参加企業に
送信される、それを見た参加企業は、原則としてその
仕事を請け負うために立候補し、仕事を受注する。た
だし、ここでその仕事の内容ごとにリーダー企業（表
２の◎企業）が決められており、割り振りと承認が行
われる。また、請け負った仕事は、単独受注の場合は
その請け負ったメンバーが以降は責任を持ち実施し、
共同受注の場合は受注した企業間での調整が行われ
る。「収益モデル」は、請け負った企業が費用とコス
トを算定するが、仕事にかかった費用とコストは参加
企業に公開されることになっている。そして各社の貢
献が評価される業績管理会計システムが導入されてい
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る。以上のように京都試作ネットは、請け負った仕事
の情報は参加企業で共有し、技術情報の蓄積を行い、
「受発注」、「ソリューション」、「マーケティング」、
「販売」の諸機能を果たすプラットフォームの役割を
果たしていると言える。
5-3．京都試作ネットの事業内容
京都試作ネットでは、「顧客の思いを素早く形に変
える」をコンセプトにしている。その特徴は「スピー
ド対応、フルセット受注、シンプル発注」である。イ
ンターネットを通じて注文を受けると発注内容に応じ
て担当企業を選定し、２時間以内に返事をすることに
なっている。フルセット受注とは部品ごとの受注では
なく一括受注のことであり、受注については、京都試
作ネットが調整し、10社のネットワークを通じて製品
の一括受注を請負い、部品の発注先の時間と取引コス
トを削減することを目指したものである。
さらに、問い合わせに対しては「『できません』は
いわない」というルールを確立しており、請け負った
仕事は自社でできなければ一から研究するか、その仕
事を請け負った企業自身のネットワークの範囲で対応
できる企業を探さなければならないことになってい
る。京都試作ネットが事業を行ううえでもっとも重要
な点として、情報の共有化を指摘しなければならない。
京都試作ネットでは、会社訪問制度を実施しており、
メンバーが参加メンバーの経営する会社を訪問し、企
業秘密に当たるようなことでも一切隠さず公開し、さ
らに問題点について議論するという制度を採用してい
る。メンバー10社と担当分野別のリーダーは以下の表
２のとおりである。
5-4．ミニクラスターとしての京都試作ネット
京都試作ネットは、本稿でいうミニクラスターに近
い組織である。京都試作ネットは、京都南部という地
表2．京都試作ネット参加企業一覧と担当分野
企業名
最上インクス（左京区）
山本精工（城陽市）
秋田製作所（南区）
富士精工（南区）
キョークロ（山科区）
衣川製作所(伏見区）
川並鉄工（南区）
日双工業（宇治市）
生田産機工業（伏見区）
洲崎鋳鉄（下京区）
薄板金属加工のコンビニ
アルミのあらゆる超精密加工
メカトロ開発とネットワーキ
ング
生産設計に基づくプロトタイ
プマシンの開発
あらゆる表面処理試作
焼き入れ物・特殊素材の精密
切削加工
大物の精密・微細・スピード
加工
3次元加工とデータサービス
試作段階での数値データ解析
支援、および設計製作
マテハン関連機械の設計・製
作・鋳造
2000万円・60名 ◎ ○
◎
○ ○ ◎ ○
◎
◎
○
○
○ ○
○
○
1200万円・26名
2000万円・24名
3200万円・16名
3200万円・46名
1000万円・16名
1000万円・9名
1000万円・9名
2000万円・50名
3600万円・70名
仕事の内容 資本金・従業員 金属5t
以下
部　　品
金属5t
以上
樹脂類
シ ス
テ ム
関 連
その他
・
外　装
◎は分野別リーダー　　　　　　　　　（http://kyoto-shisaku.com/about/profile.htmlから作成）
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域に限定された地域で活動が行われていること、構成
メンバーが10社と少ないこと、また10社がそれぞれの
得意分野を生かし、試作品をフルセット受注している
ことがその特徴としてあげられる。仕事を任されたメ
ンバーは、自分で仕事を完成させることに責任を持ち、
自社にその仕事に必要な技能、技術がなければ自社の
ネットワークのすべてにあたり対応している。また、
クラスターに必要である関連産業・支援産業（学と官）
がその設立経緯の段階でも関係している。
最終的な試作品という取り扱い製品の性格上、最新
の製品に関する知識が蓄積されている。京都試作ネッ
トの理念がその点を明確に現している。理念は以下の
３点である。
１．商品開発の初期段階からクライアントとのコラボ
レーション（collaboration）で加工業者からの提案
を行い、クライアントの商品開発の効率化を支援す
る。
２．それぞれの専門分野の加工業者が企業連合を組み、
顧客のソリューションに対応して行く。一社ではで
きないが、連合することで知恵を出し合い創発する
ことで顧客にとっての新しい価値を生み出す。
３．試作という高度なものづくりを通じて、それに携
わる人々に人としての成長の場を提供する。
また、現在では機械金属系の企業が中心になってい
るが、将来は西陣をはじめとする伝統的な技術も取り
入れ京都を試作品の一大産地にし、いわゆる“京都ブ
ランド”を確立していくことをめざしている。『試
作？そうだ京都に頼もう』といわれるようになること
をもとに次の３点をポイントにしている。
京都試作ネットのビジョン
１．日本一の試作品製作集団を形成する　どこよりも
早い。
２．京都を一大試作加工産地にする　部品加工からソ
フト開発、装置まで。地場のあらゆる業種と連携し
多様な試作品づくりを行う。
３．試作で“京都ブランド”を確立させる　京文化の
香りも一緒に届ける。
顧客とのやり取りについてはインターネットやファ
ックスを頻繁に利用することを行っているが、これは
作業のスピードアップ化を図るための手段として位置
づけている。インターネットでの取引であるため経営
状態の不安や技術や納期について顧客は不安を持つ
が、この点については、顧客との直接面談、電話等で
のコミュケーションの重視を図るなどし、信頼関係を
図4．京都試作ネットのイメージ
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樹立するように心がけている。
このように京都試作ネットは、10社から形成されて
おり参加メンバーは少数である。顧客との最初のアク
セスは京都試作ネットで行う。京都試作ネットでの仕
事の請け負いを調整・承認するシステムを確立し、請
け負った仕事は、担当する参加メンバーが自社のネッ
トワークを使って処理する。京都試作ネットの背後に
構成メンバーの各ネットワークが存在していることが
前提となっている組織であるといえる。
６．まとめと提言
本稿では、ミニクラスターの形成の必要性について
論じ、京都試作ネットをミニクラスターの事例として
取り上げた。京都試作ネットに見られるように、小数
の参加者によってこそ効率的なミニクラスター形成の
可能性が強くなることが明らかになった。大企業に比
べ、ヒト、モノ、カネ情報の経営資源が乏しい中小企
業が集積する地域においては、京都試作ネットのよう
なミニクラスターの形成を促進することが必要ではな
いであろうか？　クラスターが集積の規模を前提とす
る議論であれば、規模がなければクラスターの形成は
不可能であるということになる。しかし、本稿で述べ
てきたような集積の規模に関係のないミニクラスター
の形成が促進できると考えるならば、既存の産業集積
にクラスター形成に必要な関係者（主体者）の参加と
関係を呼びかけることにより、クラスター形成のため
の要件を充足することは可能であると思われる。また、
既存の産業集積をベースとしたミニクラスターの形成
を考えることが必要である。一方、既存の産業集積が
存在しない場合でもミニクラスターの形成は可能であ
ることが京都試作ネットの事例からも明らかになっ
た。ミニクラスターは、スモールワールドネットワー
クの少数主体者による緩やかなネットワークで形成さ
れたクラスターであるといえる。
イノベーションの観点からいえば、プロダクトイノ
ベーション、プロセスイノベーションが重要であるこ
と、産学官の連携とその基盤作りが重要であること、
新しいビジネスモデルの提案が重要であることなどの
教科書的お題目は、議論の必要性はない。今、地域活
性化のためには、このように重要とされる項目を実施
するための具体的な方法論（メタ方法論）―京都試
作ネットの例からすれば勉強会の実施、それに啓発さ
れたやる気のある経営者の集まった新たな勉強会を契
機とした実践的行動などの具体的動きや仕組みづく
り－の議論が重要であるといえる。
ミニクラスター形成を実際に既存の企業の任意団体
及び産業集積内の企業にも働きかけていくことが今後
の実践的課題として残されている。
（注）
（１）経済産業省が推進している「産業クラスター計
画」は、「従来型の企業誘致に重点をおいた地域経
済振興が限界に達しつつある中で、各地域におけ
る人的ネットワークの形成を核としてイノベーシ
ョンを創出する環境を整備し、それにより内発型
の地域経済活性化を実現しようという施策である。
具体的には、経営者や技術者、研究者、資金提供
者といった様々なメンバーが人的ネットワークを
形成し、その人的ネットワークの中でメンバーが
相互に競争・協調することによって、各地域に競
争力のある産業クラスターが創出されることを目
指すものです。これらの産業クラスターが苗床と
なって、中堅・中小企業の新事業展開が促進され、
また、大学発ベンチャーが生み出されることが期
待される政策」である。また、文部科学省が推進
している「知的クラスー」創生事業の「知的クラ
スター」とは、「地域のイニシアティブの下で、地
域において独自の研究開発開テーマとポテンシャ
ルを有する公的研究機関等を核とし、地域内外か
ら企業等も参加して構成される技術革新システム
をいう。具体的には、人的ネットワークや共同研
究体制が形成されることにより、核をなす公的研
究機関等の有する独創的な技術シーズと企業の実
用化にニーズが相互に刺激しつつ連鎖的に技術革
新とこれに伴う新産業創出が起こるシステムであ
る」と定義されている。
（http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/
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downloadfiles/Business_environment_prom_div/
CLUSTER.html）
（http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/cluster
/030201.htm#02）
（２）ハーバード大学で教えていたミルグロムは、不
特定の人を経由して特定の人にどれだけ経由すれ
ば、手紙が届くかの実験をした。ミルグロムは、
ボストンとネブラスカ州オハマの数百名の住人を
ランダムに選び、ボストンで働いているマサチュ
ーセッツ州シャロンの株式仲買人に手紙を送って
くれるように依頼した。手紙は、ファーストネー
ムで呼び合う仲間ということでルール付けられて
いた。結果は６段階で手紙がついた。（DUNCAN
J.WATTS “SIX DEGREES”PP.38-39）
（３）西口敏弘「ネットセントリック戦略」、一橋ビジ
ネスレビュー25巻１号、2004年夏号、東洋経済新
報社には、スモールワールドネットワークモデル
について比較的詳しい紹介が載っている。また、
同論文にはネットワーク理論で重要な理論である
グラノベッターの「緩いネットワークの強み」、バ
ートの「構造的な穴」（Structural Holes）の議論
も紹介されている。
（４）ポーターの「クラスター理論」の位置づけは、
石倉洋子「イノベーションの視点から見たポータ
ー理論の動向」ダイヤモンド・ハーバード・ビジ
ネス、FEBRUARY/MARCH 1999年を参照のこと。
（５）京都試作ネットについては主にK O B E
BUSINESS SCHOOL 「京都試作ネット～京都ら
しさにこだわる試作加工のプロ集団」神戸大学大
学院経営学研究科ビジネスケース、2003年、末松
千尋、日置弘一郎、若林直樹「京都の工業集積の
特色と挑戦」組織科学、白桃書房、Vol.36 No.2、
2002年、
http://kyoto-shisaku.com./about/submain.html、
http://www.kyoto-nanbu.org/matiinfo/6shisaku.
htmlを参照した。
（参考文献）
Burt, R. S. Structural Holes: The Social Structure of
Competition. Harvard University Press , Cambridge,
MA, 1992
Duncan J. Watts :SIX DEGREES :THE SCIENCE
OF A CONNECTED AGE. .W. W. Norton &
Company. 2003（辻竜平、友知政樹訳『スモールワ
ールドネットワーク』、阪急コミュニケーションズ、
2004）
Duncan J. Watts : Small Worlds :The Dynamics of
Networks between Order and Randomness.
Princeton University Press. 1999
藤本隆宏『生産マネジメント入門Ⅰ・Ⅱ』日本経済新
聞社、2001年
藤本隆宏『能力構築競争』中央公論新社、2003年
藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社、
2004年
Gulati，R.“ALLIANCES  AND  NETWORKS”,
Strategic Management Journal, Vol.19, 1998
PP.293-317
Gulati, R., N. Nohria and A. Zaheer,“STRATEGIC
NETWORKS”, Strategic Management Journal 21:
2000 PP.203-215
KOBE BUSINESS SCHOOL 「京都試作ネット～京
都らしさにこだわる試作加工のプロ集団」神戸大学
大学院経営学研究科ビジネスケース、2003年
伊丹敬之＋松島茂＋橘川武郎『柔軟な分業・集積の条
件　産業集積の本質』有斐閣、1998年
石倉洋子「イノベーションの視点から見たポーター理
論の動向」ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス、
FEBRUARY/MARCH 1999年
石倉洋子・藤田昌久・前田昇・金井一　・山崎朗『日
本の産業クラスター戦略―地域における競争優位
の確立』有斐閣、2003年
國領二郎・高木晴男・奥野正寛・柳川範之・永戸哲
也・浦昭二共編『情報社会を理解するためのキーワ
ード』倍風館、2003年
M.E.Porter :“ON COMPETITION”, A Harvard
Business Review Book, 1998（竹内弘高訳『競争戦
略論Ⅱ』ダイヤモンド社　1999年）
M.E.ポーター「クラスターが生むグローバル時代の競
－　－47
争優位 CLUSTERS AND THE NEW ECONOMICS
OF COMPETITION」ダイヤモンド・ハーバー
ド・ビジネス、FEBRUARY/MARCH 1999年
M.E.ポーター「地域の優位性」の連係を活かすグロー
バル戦略　COMPETING ACROSS LOCATIONS」
ダ イ ヤ モ ン ド ・ ハ ー バ ー ド ・ ビ ジ ネ ス 、
FEBRUARY/MARCH 1999年
根来龍之、小川佐千代『製薬・医療産業の未来戦略
―新たなビジネスモデルの探求―』東洋経済新報
社、2001年
西口敏宏「中国浙江省・温州　急発展のカギ　脱日常
のネットワーク」経済教室、日本経済新聞社、2004
年４月21日号
西口敏弘「ネットセントリック戦略」、一橋ビジネス
レビュー25巻１号、2004年夏号、東洋経済新報社
野中郁次郎、勝見明『イノベーションの本質』日経
BP社、2003年
森岡孝文「地域工業集積の活性化についての考察ー工
業集積モデルの分類・提案とネットワーク視点を考
慮した産業クラスターの検討」、地域活性化ジャー
ナル、新潟経営大学地域活性化研究所、2003年
森岡孝文「戦略的連携におけるネットワーク視点から
の研究課題― Gulati（1998）の問題提起」、早稲田
大学IT戦略研究所ワーキングペーパーNo.3、早稲
田大学IT戦略研究所、2003年
末松千尋、日置弘一郎、若林直樹「京都の工業集積の
特色と挑戦」組織科学、白桃書房、Vol.36．No.2、
2002年
山崎朗編『クラスター戦略』有斐閣、2002年
（財）中小企業研究センター編『産地解体からの再生
―地域産業集積「燕」の新たなる道―』同友館、
2001年
http://kyoto-shisaku.com./about/submain.html
http://www.kyoto-nanbu.org/matiinfo/6shisaku.html
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/downlo
adfiles/Business_environment_prom_div/CLUSTE
R.html
http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/cluster/030
201.htm#02
